
カーボンニュートラル推進に関する
国の政策動向と支援施策の紹介

2026年7月30日（木）

中部経済産業局 カーボンニュートラル推進室
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なぜ、カーボンニュートラルが必要か︖



3出典先︓気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報告書（AR6)第１作業部会レポート https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/ar6/IPCC_AR6_WGI_SPM_JP.pdf

はじめに
人間の影響は、少なくとも過去2000年間に前例のない速度で
気候を温暖化させてきた

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/ar6/IPCC_AR6_WGI_SPM_JP.pdf


4出典︓厚生労働省人口動態統計（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/81-1.html）

熱中症による死亡数の年次推移（1995年〜2024年）
はじめに

2025年の救急搬送人員は10万人超
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はじめに

出典︓中部経済産業局/中部地域の産業特性を踏まえた次世代エネルギー分野等での新事業創出並びにGX産業構造実現に関する方策調査報告書（https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/index.html#report）
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世界におけるGHG（温室効果ガス）排出の現状 １．現状認識

出典先︓資源エネルギー庁「日本のエネルギー」2026.2発行
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世界におけるカーボンニュートラル宣言の状況
日本は、 2050年カーボンニュートラルを宣言しており、2035年度に温室効果ガスの
2013年度比60％減を目指すと表明。
世界のカーボンニュートラル（CN）目標を表明する国は137ヵ国・地域であり、その

世界全体のCO2排出量に占める割合は、約7割。

期限付きCNを表明する国（2026年3月24日時点）

（出典）各国政府HP、 UNFCCC NDC Registry、Long term strategies、World Bank database等を基に作成

■2050年まで ■2060年まで ■2070年まで

※国連に提出されている各国の長期戦略や各国のCN宣言に基づき、CNを宣言している国・地域を経済産業省がカウント（2026年3月24日時点）
※CO2排出量︓IEA “Greenhouse Gas Emissions from Energy Highlights”を元にCO2排出量をカウント。

１．現状認識
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日本におけるGHG（温室効果ガス）排出の現状① １．現状認識

出典先︓資源エネルギー庁「日本のエネルギー」2026.2発行

<日本のGHG排出量内訳（2020年度）>
（11.5億t）

産業・業務
・エネルギー転換部門

6.2億t(54%)

家庭部門
1.7億t(14%)

運輸部門
1.9億t(16%)

エネルギー起源CO2
9.7億t(84%)

中小企業
0.9億t〜2.1億t
(8%〜19%)

非エネルギー起源CO2
0.8億t（7%）

代替フロン等4ガス︓0.6億t（5%）

一酸化二窒素︓0.2億t（2%）
メタン︓0.3億t（3%）

<日本の削減目標（NDC）>

温対法報告対象
4.9億t(43%)

報告対象の中小企業
0.9億t(8%)

※6千者

報告対象外の事業者及び活動
1.2億t(11%)

※中小企業等を含む

出典先︓経済産業省クリーンエネルギー戦略中間整理 R4.5



11出典先︓日本商工会議所「2025年度中小企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査」
https://www.tokyo-cci.or.jp/file.jsp?id=1206619

１．現状認識

https://www.tokyo-cci.or.jp/file.jsp?id=1206619
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 取引先から排出量計測・CNへの協力を要請された割合:
2023年8.5% ⇒ 2025年15.8%へ増加

我が国中小企業が取引先からCN要請を受けた割合
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2023年 2024年

8.5%

12.0%

（出所）2025・2026年版「中小企業白書」より抜粋

（％）

2025年

15.8%

１．現状認識

（出所）2024年6月「中小企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査」（日本商工会議所・
東京商工会議所）を基に経済産業省作成

脱炭素に関し、取引先等から要請を受けている内容
【要請内容上位３項目・業種別】

中小企業に対するCNの要請状況

 製造業が圧倒的に多く、まずはGHG排出量の把握・測定
を求められている
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サプライチェーン全体での排出削減の動き

出典元︓資源エネルギー庁資料

 CO2排出の責任範囲は、自社だけでなく、サプライチェーン全体へと拡大。

 SCOPE３の削減に向けては、取引先に対する削減目標設定、活動に係る要請が増加。

 サプライチェーン上の各企業が、それぞれの立ち位置でCO2排出量を削減していくことが必要となっている。

１．現状認識
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１．現状認識

２．CN・GXに関する政策動向

３．支援施策



2021年

2022年

2023年

2024年

2050年カーボンニュートラルの表明（2020年10月26日 菅総理より宣言）

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

グリーン成長戦略
• 2050年CNに向けたエネルギー・環境の革新技術（14分野）社会実装に向けた戦略

第6次エネルギー基本計画
• 2030年46％削減に向けたエネルギー政策、2050年CNの方向性

地球温暖化対策計画
• 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

クリーンエネルギー戦略 中間整理
• クリーンエネルギー中心の経済・社会、産業構造の転換、地域・くらしの脱炭素化

GX実現に向けた基本方針（GX︓グリーントランスフォーメーション）
• 脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の同時実現

GX推進法、GX脱炭素電源法成立、GX推進戦略
• GX経済移行債、成長志向型カーボンプライシング導入
• 再エネの最大限の導入促進、安全確保を大前提とした原子力活用等

水素社会推進法、CCS事業法成立（5月）
• 低炭素水素等次世代エネルギーによる社会の脱炭素化
• CO2回収・貯留（Carbon Capture and Storage︓CCS）事業の適正な運営確保等

2025年
第7次エネルギー基本計画、GX2040ビジョン、地球温暖化対策計画

イノベーション

エネルギー政策
（供給サイド）

需要サイド
産業構造転換

カーボンニュートラル政策
エネルギー政策
産業政策
の一体的な実行

出典元︓各種資料を基に中部経済産業局で作成

2050年カーボンニュートラル表明後の主な動き

15

２．政策動向
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GX（グリーントランスフォーメーション）政策の枠組み

出典元︓GX実現に向けた専門家ワーキンググループ（第１７回）資料2より

２．政策動向

 GXは、「エネルギー安定供給・経済成長・脱炭素」の３つを同時追求する取組。2022年7月にGX実行会議を立ち上げ
「GX推進法」の制定・改定、「GX2040ビジョン」の策定などを通じて、グリーン一足飛びではなく、多様なアプローチで2050
年カーボンニュートラル実現を志向した取組を推進。

 「GX経済移行債」を活用した20兆円規模の先行投資支援と制度的措置を一体的に講ずることにより、150兆円超の官
民GX投資の実現を目指す。

＜カーボンプライシング＞
・化石燃料賦課金 （28年度〜）
・発電事業者への有償オークション（33年度〜）

※排出量取引市場の本格稼働（26年度〜）
※GX経済移行債は2050年度までに償還

2023

GX経済移行債

償還財源としても活用

投資規模（BAU）

150兆円超のGX投資の実現投資促進 投資促進

時間軸

金額
排出
削減

安定供給

経済
成長

日本が強みを有する関連技
術等を活用し、経済成長・
産業競争力強化を実現

2050年カーボンニュー
トラル等の国際公約

• ロシアによるウクライナ侵略等の影響により、世界各国でエネルギー価
格を中心にインフレが発生

• 化石燃料への過度な依存から脱却し、危機にも強いエネルギー需
給構造を構築

GXの基本理念 成長志向型カーボンプライシング
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カーボンプライシングの導入ｰ排出量取引制度と化石燃料賦課金ｰ

出典元︓経済産業省資料を基に作成

２．政策動向
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２．政策動向
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「日本成長戦略」の柱としてのGX

出典元︓内閣官房「GX実行会議（第１６回）」資料 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai16/shiryo1.pdf

２．政策動向

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai16/shiryo1.pdf
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２．政策動向

【官民投資ロードマップ】
（資源・エネルギー安全保障・GX）
①ペロブスカイト太陽電池等
②水素等
③グリーン鉄
④次世代型地熱
⑤洋上風力
⑥次世代革新炉
⑦GXケミカル
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２．政策動向【参考】GX実現における燃料転換の役割・位置づけ
 資源エネルギー庁の審議会（ガス事業環境整備WG）において、天然ガスへの燃料転換は、GXへ貢献可能
な手段として議論された。委員からは費用対効果が高く即効性のある取組と評価されている。

 天然ガスへの燃料転換は、GXのシームレスな実現に繋がる足元からの取組として、エネルギーの安定供給・経済成長・
脱炭素を同時に進めることができる。

 GXの実現に向けては、地域特性や需要構造に応じて、燃料転換を含む熱需要の脱炭素化に向けた多様な選択肢を
組みあわせていくことが重要である。

脱炭素 経済
成長

経済
成長安定

供給

令和８年6月11日 第10回ガス事業環境整備WG 資
料３より抜粋
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１．現状認識
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製造業向けカーボンニュートラル達成に向けての手引書
• 中部経済産業局では、中小製造業のCNの取組に関して

「取り組みたいが、具体的にどういった手順で進めればよいかに分からない」といった声を多くお伺いすることから、
CN相談窓口やCN支援に取り組んでいるアドバイザー視点による、CNに向けた取組のステップを示した手引書を作成。

手引書の詳細は、中部経済産業局HP
（左記）をご参照ください

３．支援施策
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中小企業等のカーボンニュートラル推進に係る支援策

出典元︓経済産業省・環境省「中小企業のカーボンニュートラル支援策」

• 経済産業省では環境省とともに中小企業向けのカーボンニュートラル支援施策パンフレットを作成。
カーボンニュートラル施策のステップに応じて支援策を紹介。

３．支援施策
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３．支援施策
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３．支援施策
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３．支援施策
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３．支援施策



＜国の支援①︓委託費＞

○意識醸成・チームアップに向けた取組みをサポート

 欧州を中心とした脱炭素要請等を背景に、サプライヤーとの脱炭素に向けた連携強化に向けた動きが加速しつつある。

 中小企業が行える脱炭素の取組は、①太陽光発電の導入か、②省エネが中心であり、今後、例えば、下流の大企業が上
流の中小企業に知見等を共有するなど、サプライチェーン連携による具体的な省エネ対策の実施が期待される。

フェーズ1︓意識醸成
（サミットの開催等）

フェーズ３︓改善の実行
（省エネ・非化石転換設備更新・運用改善等）

フェーズ２︓チームアップ
(取組み計画の作成等)

親会社

A社
B社

C社

省エネ・脱炭素の重要性を、
サプライヤー全体で認識共有。
脱炭素に向けた意識を醸成。

少数グループによる勉強会等を開催し、
それぞれの取組計画を作成するなど、
具体的なアクションに向けて準備

＜サプライチェーンにおける省エネ連携イメージ＞

計画等に従って、
設備更新・運用改善を実現

＜国の支援②︓補助金＞
○それぞれが作成した省エネ計画に基づく設備更新を支援

サプライチェーン連携による省エネ支援

省エネ・非化石
転換補助金 Ⅰ型
サプライチェーン
連携枠【新設】

事務局（国の委託事
業）から再委託の形で、
幹事企業・機関が受託
して実施 【新設】

29

３．支援施策
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御清聴ありがとうございました。


